第２章　大阪の産業・ポテンシャル


大阪府における事業所数、従業者数は、東京都に次いで多く、全国に占める割合はそれぞれ7.4％、7.8％です。産業別に事業所数、従業者数の構成比をみると、サービス業が高い割合を占めています。大阪府における事業所の開業率は全国よりも高いですが、廃業率も全国を大きく上回っています。

大阪府には多数の大学や研究機関が立地し、企業との共同研究や技術移転等も進められつつあります。国内産業財産権の出願件数は全国の15.1％を占め、国際特許の出願件数では全国の21.5％を占めています。今後、大阪府の有するこうしたポテンシャルをいかに生かしていくかが重要です。

ここでは、大阪府の産業構造を把握するため、産業別の事業所数、従業者数、府内総生産の構成をみるとともに、大阪経済のダイナミズムを示す指標である開業率と廃業率をとりあげています。また、大阪府の産業ポテンシャルとなる大学の数、産業財産権などを紹介しています。

２－１．主要府県の事業所数・従業者数

	平成21年における大阪府の事業所数は44万9,766か所と東京都に次いで多く、全国に占める割合は7.4％です。また、従業者数も489万4,353人と東京都に次いで多く、全国に占める割合は7.8％となっています。


[image: image1.emf]主要府県の事業所数・従業者数

(注) 全産業（事業内容等不詳を除く）。

(総務省「平成21年 経済センサス」)

主要府県の事業所数・従業者数

(総務省「平成18年 事業所・企業統計調査」)

(注) 全産業。

事業所数

 民営

個人 法人

会社 会社以外

の法人

A～S全産業 449,766 443,848 190,189 251,845 230,192 21,653  1,814 316,722 25,834 99,478 5,918

A～B農林漁業 284 282 - 278 214 64  4 196 21 61 2

C鉱業，採石業，砂利採取業 18 18 1 17 17 - - 11 2 5 -

D建設業 30,136 30,136 7,111 23,022 22,970 52  3 24,223 1,907 4,003 -

E製造業  53,417 53,415 19,205 34,200 34,148 52  10 41,524 5,334 6,547 2

F電気・ガス・熱供給・水道業 425 212 - 212 207 5 - 25 22 165 213

G情報通信業 7,407 7,407 306 7,086 6,985 101  15 4,105 729 2,558 -

H運輸業，郵便業 12,014 11,896 2,632 9,255 9,145 110  9 6,012 1,100 4,775 118

I卸売業，小売業 114,794 114,794 44,555 70,194 69,130 1,064  45 71,152 8,188 35,409 -

J金融業，保険業 6,155 6,154 580 5,569 4,924 645  5 2,409 203 3,537 1

K不動産業，物品賃貸業 40,389 40,368 14,682 25,602 25,232 370  84 34,250 1,258 4,776 21

L

学術研究，専門・技術サービス業

20,633 20,517 9,631 10,855 10,085 770  31 17,207 973 2,306 116

M宿泊業，飲食サービス業 61,830 61,775 44,436 17,324 17,168 156  15 47,275 1,526 12,959 55

N生活関連サービス業，娯楽業 32,839 32,675 22,240 10,410 10,136 274  25 24,150 1,430 7,070 164

O教育，学習支援業 13,816 11,252 6,355 4,859 3,477 1,382  38 7,290 578 3,346 2,564

P医療，福祉 28,946  27,688  14,854  12,577  4,444  8,133  257 21,352 1276 4803 1,258

Q複合サービス事業 1,561 1,561 40 1,521 1,106 415 - 137 17 1,407 -

R

サービス業（他に分類されないもの）

23,974 23,698 3,561 18,864 10,804 8,060  1,273 15,404 1,270 5,751 276

S

公務（他に分類されるものを除く）

1,128 - - - - - - - - - 1,128

（総務省「平成21年　経済センサス」）

愛知県

全国

　「経済センサス」では、（１）商業・法人登記等を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大していること、（２）本社

等の事業主が支社等の情報も一括して報告する方式を導入していることなど、「事業所・企業統計調査」とは調査方法が異

なるため、「事業所・企業統計調査」の結果と単純に比較することは適切ではない。

（参考）「経済センサス」における大阪府(平成21年)の産業大分類別・経営組織別事業所数
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２－２．産業大分類別民営事業所数・構成比

	大阪府における平成21年の民営事業所数について、産業大分類別では、「卸売業，小売業」が25.9％と最も高い比率となっています。一方、「製造業」は12.0％と「卸売業，小売業」の半分程度の比率となっています。また、サービス業（注）に含まれる業種を合計すると、51.1％と「卸売業，小売業」の約２倍の構成比となっています。


[image: image2.emf]産業大分類別民営事業所数（平成21年）

(単位：か所）

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

443,848 100.0 684,895 100.0 310,148 100.0 337,904 100.0

 農林漁業 282 0.1 491 0.1 715 0.2 876 0.3

 鉱業，採石業，砂利採取業 18 0.0 77 0.0 36 0.0 119 0.0

 建設業 30,136 6.8 47,235 6.9 32,981 10.6 31,658 9.4

 製造業 53,415 12.0 59,851 8.7 22,549 7.3 43,439 12.9

 電気・ガス・熱供給・水道業 212 0.0 394 0.1 162 0.1 221 0.1

 情報通信業 ※ 7,407 1.7 25,690 3.8 4,731 1.5 4,124 1.2

 運輸業，郵便業 11,896 2.7 19,471 2.8 8,072 2.6 8,016 2.4

 卸売業，小売業 114,794 25.9 168,224 24.6 72,614 23.4 86,432 25.6

 金融業，保険業 6,154 1.4 11,294 1.6 4,091 1.3 4,964 1.5

 不動産業，物品賃貸業 ※ 40,368 9.1 61,643 9.0 31,160 10.0 20,438 6.0

 学術研究，専門・技術サービス業 ※ 20,517 4.6 46,198 6.7 14,195 4.6 14,199 4.2

 宿泊業，飲食サービス業 ※ 61,775 13.9 97,600 14.3 42,109 13.6 45,415 13.4

 生活関連サービス業，娯楽業 ※ 32,675 7.4 49,606 7.2 26,248 8.5 27,319 8.1

 教育，学習支援業 ※ 11,252 2.5 17,132 2.5 10,885 3.5 11,424 3.4

 医療，福祉 ※ 27,688 6.2 38,490 5.6 21,623 7.0 17,764 5.3

 複合サービス事業 ※ 1,561 0.4 1,994 0.3 1,189 0.4 1,528 0.5

 サービス業（他に分類されないもの）

※ 23,698 5.3 39,505 5.8 16,788 5.4 19,968 5.9

      (総務省「平成21年　経済センサス」）

（注）ここではサービス業を「情報通信業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サービス

業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないも

の）」の合計とした。
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２－３．産業大分類別民営事業所の従業者数・構成比
	平成21年の大阪府の産業大分類別の民営事業所の従業者数について、産業大分類別では、「卸売業，小売業」が22.9％と最も高くなっています。ただし、サービス業（注）に含まれる業種を合計すると、全産業の45.7％と「卸売業，小売業」の約２倍となっています。


[image: image3.emf]産業大分類別民営事業所の従業者数（平成21年）

(単位：人）

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

4,645,072 100.0 9,046,553 100.0 3,467,948 100.0 3,784,792 100.0

 農林漁業 2,967 0.1 3,947 0.0 6,923 0.2 9,328 0.2

 鉱業，採石業，砂利採取業 153 0.0 2,284 0.0 298 0.0 874 0.0

 建設業 274,974 5.9 500,812 5.5 237,341 6.8 254,423 6.7

 製造業 748,416 16.1 921,523 10.2 538,868 15.5 939,719 24.8

 電気・ガス・熱供給・水道業 15,952 0.3 29,051 0.3 9,494 0.3 14,205 0.4

 情報通信業 ※ 156,553 3.4 852,562 9.4 116,959 3.4 78,866 2.1

 運輸業，郵便業 285,608 6.1 502,095 5.6 231,195 6.7 225,657 6.0

 卸売業，小売業 1,065,452 22.9 1,918,756 21.2 687,610 19.8 792,313 20.9

 金融業，保険業 130,631 2.8 408,422 4.5 68,670 2.0 80,720 2.1

 不動産業，物品賃貸業 ※ 168,178 3.6 349,257 3.9 114,433 3.3 84,773 2.2

 学術研究，専門・技術サービス業 ※ 152,487 3.3 437,805 4.8 147,278 4.2 113,208 3.0

 宿泊業，飲食サービス業 ※ 462,812 10.0 896,676 9.9 370,132 10.7 359,693 9.5

 生活関連サービス業，娯楽業 ※ 188,732 4.1 366,073 4.0 164,757 4.8 158,988 4.2

 教育，学習支援業 ※ 133,305 2.9 343,301 3.8 125,183 3.6 104,140 2.8

 医療，福祉 ※ 441,900 9.5 578,769 6.4 346,911 10.0 270,250 7.1

 複合サービス事業 ※ 15,002 0.3 22,650 0.3 14,476 0.4 17,513 0.5

 サービス業（他に分類されないもの）

※ 401,950 8.7 912,570 10.1 287,420 8.3 280,122 7.4

(総務省「平成21年　経済センサス」）

愛知県 大阪府 東京都 神奈川県

（注）ここではサービス業を「情報通信業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サービス

業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないも

の）」の合計とした。
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２－４．開業率・廃業率
	平成18～21年における大阪府の事業所の開業・廃業についてみると、開業率では全産業で2.9％と全国を上回っています。廃業率でも全産業で7.1％と全国を上回っています。また産業別にみてもこの傾向は同様であり、大阪府は全国よりも開業率が高い一方、廃業率も高くなっています。


[image: image4.emf]年平均事業所開業率・廃業率（民営）（平成18～21年）

(単位：％)
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(総務省「平成21年　経済センサス」)

（注）ここではサービス業を「情報通信業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食

サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に

分類されないもの）」の合計とした。
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［開業率・廃業率］

開業率（廃業率）は、「新設事業所数（廃業事業所数）を年平均にならした数」の「期首において既に存在して

いる事業所」に対する割合として計算したもの。

※開業率＝100×（新設事業所数÷調査間隔（年））÷期首の事業所数

＝100×（新設事業所数÷30×12）÷（存続事業所数＋廃業事業所数）

※廃業率＝100×（廃業事業所数÷調査間隔（年））÷期首の事業所数

＝100×（廃業事業所数÷33×12）÷（「平成18年事業所・企業統計調査」の事業所数）

「平成21年経済センサス」では、従来の「事業所・企業統計調査」と比べて、事業所・企業の捕捉範囲を拡大して

いる。そのため、従来とは分析対象が異なり、開業事業所は捕捉拡大後の数値、廃業事業所は捕捉拡大前の数値で

あるため、開業率・廃業率を計算する際には注意が必要である。開業率を算出する際には、分母に捕捉拡大後の事

業所数を、廃業率を計算する際には、分母に捕捉拡大前の事業所数を用い、それぞれ適切な調査間隔で調整をし

て、計算を行った。
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２－５．産業大分類別府内総生産・構成比

	大阪府における産業別の府内総生産構成比の推移をみると、製造業が昭和50年度に３割以上を占めていましたが、その割合は減少し、近年では２割を割り込んでいます。一方、サービス業の割合は増加しており、平成21年度には、26.3％と全産業中最も高い割合を占めています。


[image: image5.emf]産業大分類別府内総生産(名目：実額)の推移

（単位：百万円）

昭和50 55 60 平成２ 7 12 17 21

45,424 43,924 46,107 47,338 42,182 37,313 32,453 34,806

4,168 7,465 4,949 7,170 5,795 3,650 3,035 1,506

4,516,216 6,955,233 8,180,336 9,292,552 8,302,579 6,933,750 6,490,194 5,588,847

884,943 1,124,490 1,229,762 2,466,190 2,194,070 1,957,280 1,711,167 1,547,459

297,720 565,165 686,258 1,059,973 1,251,511 1,209,274 1,015,212 970,107

3,384,627 4,906,838 5,147,176 8,776,694 8,456,502 7,915,348 7,347,752 6,569,929

1,178,293 1,740,657 2,383,837 2,419,557 2,829,017 2,543,618 2,669,206 2,042,462

996,681 1,896,570 2,697,094 3,816,833 4,908,085 4,855,336 4,986,676 4,934,701

872,377 1,382,746 1,744,304 2,508,397 2,961,192 2,948,151 2,793,355 2,660,599

1,410,597 2,492,826 3,880,963 6,973,117 8,243,500 9,240,151 9,281,307 9,436,431

1,097,862 1,745,294 2,268,310 2,603,567 3,166,653 3,411,288 3,349,672 3,251,867

-1,012,758 -1,437,935 -2,107,160 -1,395,598 -2,036,974 -1,705,959 -1,497,753 -1,212,184

13,676,149 21,423,274 26,161,936 38,575,791 40,324,113 39,349,199 38,182,276 35,826,529

（大阪府統計課「大阪府民経済計算」）

(注）

３.　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

政府サービス等

２． 昭和50、55、60年度の値は「平成11年度大阪府民経済計算」による。平成2、7年度の値は「平成15年度大阪府民経済計算」

     による。平成12、17、21年度の値は「平成21年度大阪府民経済計算」による。

年      度

農林水産業

鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

輸入税-その他-帰属利子

１.　昭和50、55、60年度は68SNA及び平成2年基準、平成2、7年度は93SNA及び平成2年基準、平成12、17、21年度は93SNA及び

     平成12年基準の値を採用。

合      計
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産業大分類別府内総生産（名目：構成比）の推移（大阪府）

政府サービス等
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電気・ガス・水
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（
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２－６．大阪府における大企業の本社数

	大阪府における資本金100億円以上の企業数について本社立地の状況別にみると、大阪から本社を移転する動きが続いています。


[image: image6.emf]大阪における本社数の推移（資本金100億円以上企業） （単位：社、（　）<  >内は％）

年

第I分類

（単独本社）

第II分類

(複数本社[主])

第III分類

(複数本社[従]）

48 23 8 79 - 79

(60.8) (29.1) (10.1) (100.0)

89 42 12 143 2 145

(62.2) (29.4) (8.4) (100.0)

<81.0> <83.5>

92 50 13 155 2 157

(59.4) (32.3) (8.4) (100.0)

<8.4> <8.3>

92 53 13 158 7 165

(58.2) (33.5) (8.2) (100.0)

<1.9> <5.1>

75 47 17 139 18 157

(54.0) (33.8) (12.2) (100.0)

<-12.0> <-4.8>

72 38 11 121 33 154

(59.5) (31.4) (9.1) (100.0)

<-12.9> <-1.9>

（東洋経済新報社「会社四季報」1985、1990、1995、2000、2005、2010年各第1集より作成）

（注）（　）内は、第I～第III分類企業合計に対する割合(%)。また、< >内は企業数の対前期変化率(%)。
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ここで用いている分類は以下のとおり

第Ⅰ分類（単独本社企業） ＝大阪にのみ本社を置く企業

第Ⅱ分類（複数本社企業[主]）＝複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業

第Ⅲ分類（複数本社企業[従]）＝複数本社制を採用し、他府県に主たる本社を置く企業

第Ⅳ分類（元大阪本社企業） ＝昭和59年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いていたが、

現在は置いていない企業


２－７．大学数・学生数・院生数
	大阪府は、大学数、学生数、院生数とも、東京都に次ぐ全国第２位の多さとなっています。


[image: image7.emf]大学数、学生数、院生数（平成22年度）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 兵庫県 福岡県 全国

大学数 55 138 28 51 31 42 34 778

学生数 228,516 729,422 205,956 191,342 161,212 125,689 123,974 2,887,414

院生数 18,374 72,691 15,179 15,819 17,891 9,981 12,456 271,454

（文部科学省「平成22年度 学校基本調査」)　

(注)１.学校数については、大学本部（事務局）の所在地による。

    ２.学生数については、在籍する学部・研究科等の所在地による。なお、学生数には学部生のほか

       大学院、専攻科及び別科の学生並びに聴講生等を含む。
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２－８．産業財産権の出願件数

	平成22年における国内での産業財産権の出願件数は、21年に比べ３％減少しました。大阪府の出願件数は62,985件で、全国の15.1％を占めています。国際特許の出願件数では、大阪府の出願件数は6,767件で、全国の21.5％を占め、前年より14％増加しています。


[image: image8.emf](1) 国内産業財産権出願件数

（単位：件）

年 平成9 10 11 12 13 14 15 16 17

大阪府 87,533 85,774 89,210 96,159 91,986 86,345 86,873 87,246 83,963

東京都 239,180 235,162 234,838 259,248 254,430 242,586 239,052 245,781 251,663

神奈川県 40,108 39,934 39,050 40,664 35,958 34,109 33,134 34,047 35,004

愛知県 29,532 29,146 28,730 31,623 32,609 32,772 34,370 34,977 36,197

全国 513,679 503,235 508,620 555,692 535,586 511,926 512,623 522,588 527,142

18 19 20 21 22

特許 実用新案 意匠 商標

大阪府 80,871 78,066 70,940 64,913

62,985

44,594 828 6,242 11,321

東京都 239,563 241,512 227,663 204,111

202,133

149,860 1,633 9,929 40,711

神奈川県 30,809 23,801 23,801 22,449

23,178

16,889 425 1,731 4,133

愛知県 36,536 37,539 37,642 31,980

32,855

26,344 482 1,886 4,143

全国 500,830 492,254 463,122 421,262

417,146

290,081 6,819 28,083 92,163

(注) 特許、実用新案、意匠、商標の合計。

(2) 国際特許出願件数

（単位：件）

年 平成14 15 16 17 18 19 20 21 22

大阪府 3,087 3,602 4,277 5,212 5,705 5,190 5,436 5,934 6,767

東京都 6,968 8,429 10,130 11,457 12,659 13,254 13,991 14,834 15,365

神奈川県 833 1,451 922 1,811 1,645 2,157 1,335 1,471 1,890

愛知県 395 594 748 1,144 1,437 1,556 2,090 2,104 2,286

全国 13,767 16,995 19,680 24,137 26,323 26,823 27,913 29,291 31,524

(特許庁「特許行政年次報告書」各年版）
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